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令和６５年度島根県職業訓練実施計画 

令和６５年４月１日 
 
 

１ 総説 

（１）計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、

労働者の地位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の

内容の変化に対する労働者の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、

労働者に対して適切な職業能力開発を行う必要がある。 
本計画は、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）に基づき、公共職業

能力開発施設で行われる職業訓練（以下「公共職業訓練」という。）や、職業訓

練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47

号）第２条に規定する特定求職者（以下「特定求職者」という。）に対する支援

法第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職

者支援訓練」という。）について、国及び島根県が共同で設置する島根県地域職

業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）にて把握する地域の人材ニー

ズ及び訓練効果検証結果を踏まえ、特定求職者を含む求職者等に対し、地域の人

材ニーズに沿った職業訓練受講の機会を十分に確保し、職業訓練の実施を通し

て、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 
 
（２）計画期間 

計画期間は、令和６５年４月１日から令和７６年３月 31 日までとする。 
 
（３）計画の改定 

この計画は、職業訓練の実施状況を踏まえ、改定する。 
 
２ 労働市場の動向と課題等 

（１）労働市場の動向と課題、地域の人材ニーズ 

  本県における令和６４年１12 月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.481.67 

倍で、全国の有効求人倍率 1.271.35 倍を 0.210.22 ポイント上回り、平成 25

年３月から 10９年９ヶ月連続で１倍を超える水準で推移している。 

県内の幅広い産業において人手不足が深刻化しており、有資格者・経験者の 

みならず、未経験者の募集であっても人員確保に苦慮する事業所が多くあり、

今後、さらに高齢化等に伴う人口減少が進んでいく中、地域経済を維持してい
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くためには、雇用環境の整備や生産性の向上に取り組んでいくことが課題とな

る。また、県内事業所でデジタル化に取り組んでいる企業の割合は全国平均よ

りも低く、取組内容も初期段階にとどまる事例が多い。 

そのような中での地域の人材ニーズとして 

① 技能習得者、資格取得者（製造業、医療福祉業等） 

② 将来、企業のデジタル・トランスフォーメーション（以下「ＤＸ※１」と

いう。）に必要な知識を学習していくための基礎的な能力（IT 理解・活用

力）を有する者 

③ 企業のＤＸを推進する知識と技能を有する者 

といった人材が必要とされている。 

また、企業の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上を進めていく等、

多様な職業能力開発の機会を確保・提供することが重要となる。 

  さらに、労働力人口が減少していくことが予測される中、フリーター、高齢 

者、障がい者、就職氷河期世代等のそれぞれの課題に応じた能力開発を行い、 

円滑な再就職に努めていくことが必要である。 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 ※１ 企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を 活用して、顧客や社会のニーズを基に、

製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革

し、競争上の優位性を確立すること（引用元：経済産業省 デジタルガバナンス・コード 2.0） 



3 
 

（２）令和５４年度の訓練実施状況（12 月末時点） 

  施設内 

離職者 

委託訓練 

離職者 
在職者 

施設内 

学卒者 

施設内 

障がい者 

委託訓練 

障がい者 

県立高等技術校 

計画 
30 人 

（3） 

654682 人 

（6063） 

350 人 

（34） 

115 人 

（9） 

10 人 

（1） 

7881 人 

（5247） 

実績 
1015 人 

（2） 

430416 人 

（48） 

138 人 

（24） 

9082 人 

（9） 

72 人 

（1） 

 3343 人 

（1827） 

就職率

（R43） 

60.0 

80.0％ 
78.7％  

88.0% 

100.0％ 
100.0% 

64.3% 

67.9% 

島根職業能力 

開発促進センター 

計画 
402406 人 

（26） 
 

920   

820 人 

（6865） 

   

実績 
226228 人 

（19） 
 

531   

459 人 

（6761） 

   

就職率

（R43） 

93.1% 

92.2％ 
     

島根職業能力 

開発短期大学校 

計画   

696   

429 人 

（6845） 

55 人 

（3） 
  

実績   

191   

176 人 

（4634） 

4954 人 

（3） 
  

就職率

（R43） 
   100.0%   

求職者支援訓練 

計画 基礎コース 5170 人 ・  実践コース 287268 人 

実績 基礎コース   3225 人 ・  実践コース   159131 人 

就職率

（R43） 
基礎コース  36.4 63.6％ ・ 実践コース 67.2 56.7％ 

※令和５４年 12 月末までに開始したコースの実績（２年次のものを除く）。 

※（ ）はコース数。 

※就職率については、令和４３年度修了生の数値（求職者支援訓練については、雇用保険適用就

職率を用いている）。 
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３ 令和６５年度の公的職業訓練の実施方針 

令和４３年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 
 
① 就職率が高く、応募倍率が低い分野（「介護・医療・福祉分野」）がある

こと 
② 応募倍率が高く、就職率が低い分野（「営業・販売・事務分野」）がある

こと 
③ 求職者支援訓練のうち基礎コースは令和３年度計画では認定規模の 

35％程度としていたが、実績は 15％程度であること 
③デジタル化に取り組む企業がまだ少なく、取組内容も初期段階の企業が多

く、ＤＸの取組は少数にとどまっていること 
 

といった課題が見られた。 
これらの課題の解消を目指し、令和６５年度の公的職業訓練は以下の方針

に基づいて実施する。 
 
① については、応募・受講しやすい募集・訓練日程を検討した上で実施す

ることとする。職業訓練の単純な周知広報に留まらず、その業界に興味

を持ってもらえるような効果的な周知広報に取り組むこととする。 
② については、求人ニーズに即した訓練内容となっているか検討した上で

実施することとする。令和５年度公的職業訓練効果検証ワーキンググル

ープの改善案として作成した、「職業訓練用キャリアコンサルティング

マニュアル」を活用し、キャリアコンサルティング含む訓練全体の改善

に取り組む。 
③ については、就労経験が少ない者、過去の職場で研修等の機会に恵まれ

なかった者等には、社会人としての基礎的能力を付与する基礎コースは

有効であることから、実施時期・実施地域に偏りがないよう、引き続き

一定数の基礎コース設定を推進する。 
③ については、将来、企業のＤＸに必要な知識を学習していくための基礎

的な能力（IT 理解・活用力）を有する人材を育成するコースを設定しつ

つ、ＤＸに対応可能な人材を育成するコースの設定も併せて推進する。 
デジタル分野の訓練コース設定を推進しつつ、デジタル分野以外の訓練

コースにおいて、基礎的なデジタルリテラシーが身につくカリキュラム

を積極的に盛り込むこととする。 
 

また、それぞれの訓練は、次の方針により実施する。 
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（離職者に対する公共職業訓練） 
県内の幅広い産業において人手不足が深刻化しているが、その中でも介護・福

祉分野で、高齢化率が全国的に高い当県においては介護関係の人材の確保・育成

が求められている。また、島根県の合計特殊出生率は全国的に高く産休明けや育

休明けに伴う年度中途の保育所入所希望者も多く年度中途での待機児童の増加

も予想されることから、これらの分野の訓練を推進する。 
また、社会全体のＤＸの加速化など急速かつ広範な経済・社会環境の変化や人

材の流動化に対応するため、デジタル分野における人材を育成するための訓練、

これから社会人として標準的に習得を求められるＩＴ理解・活用力を習得する

訓練の設定促進を図る。 
さらに、これまで能力開発の機会に恵まれなかった者を対象として、国家資格

等の取得を目指す長期の訓練コースを推進し、正社員就職に導くことが出来る

訓練を実施する。 
おって、各訓練の実施機関及び島根労働局が常に調整を図り、離転職者に対し、

職業訓練の機会を提供することにより、再就職を支援する。 
 
（求職者支援訓練） 

非正規労働者や自営廃業者、新規学卒未就職者など雇用保険の基本手当を受

けることができない求職者に対して、雇用のセーフティネットとしての機能が

果たせるよう必要な職業訓練の機会を提供し、早期の就職を目指す。 
基礎的能力のみを習得する職業訓練コース（基礎コース）を 3020％程度、基

礎的能力から実践的能力までを一括して習得する職業訓練コース（実践コース）

を 7080％程度とし、デジタル分野等の成長分野や人手不足が特に深刻となって

いる介護等の分野・職種に重点を置くとともに、地域における産業の動向や求人

を踏まえたものとする。 
また、西部地域における訓練受講機会を確保するため、地域ニーズ枠を設定す

る。 
ＩＴ分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、ＩＴ、

ＷＥＢデザイン関連の資格取得を目指す訓練コースへの基本奨励金の上乗せ措

置、企業実習を組み込んだデジタル分野の訓練コースやオンライン訓練（ｅラー

ニングコース）におけるパソコン等の貸与に要した経費への奨励金支給措置に

より、訓練コースの設定を促進する。また、職業訓練の受講により習得できるス

キル（資格など）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル

等の見える化・明確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働

きかけの実施等ハローワークと連携した就職支援を実施する。 

なお、訓練の設定に当たっては、公共職業訓練（離職者訓練）の訓練規模、分
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野及び時期も踏まえ四半期ごとに求職者支援訓練を認定し、認定単位ごとの具

体的な定員及び認定申請受付期間については、島根労働局のホームページ及び

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構島根支部のホームページにより周

知する。 
 

（在職者に対する公共職業訓練） 
業界団体や商工団体等と連携し、企業のニーズを反映した訓練科目を設定す

ることにより最新技術の習得や熟練技能の伝承を図る。 
また、高等技術校とポリテクセンター島根及び業界団体が協力して訓練を実

施するなど、効果的な職業訓練により在職者のスキルアップを支援する。 
なお、第４次産業革命に対応して IoT 技術等に対応した職業訓練の実施に取

り組む。 
また、ポリテクセンター島根及びポリテクカレッジ島根に設置した生産性向

上人材育成支援センターによる在職者訓練のコーディネートや生産性向上のた

めの支援、ＩＴ理解・活用力リテラシーを習得するための事業主支援等を行い、

ＤＸに対応した訓練コースを拡充し、中小企業等のＤＸ対応に係る人材育成支

援を促進する。 
 
（学卒者に対する公共職業訓練） 
高等学校卒業者等の若年者を対象に、業界のニーズに対応した、地域のものづ

くり産業等で活躍できる実践技術者の育成をめざした訓練を実施する。 
 
（障がい者に対する公共職業訓練） 
一般校を活用して施設内で行う障がい者訓練については、東部高等技術校に

おいて「介護サービス科」を継続して実施する。 
委託訓練については、社会福祉法人、民間教育機関、企業等を活用し、障がい

者が住む身近な地域で障がい者の多様なニーズに対応した訓練を実施する。 
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４ 令和６５年度の公的職業訓練の計画数等 

（１）離職者に対する公的職業訓練 

公的職業訓練（公共職業訓練と求職者支援訓練）の分野毎の定員数は下 

表のとおり。 

 
全体 

計画数 

公共職業訓練 

（都道府県） 

公共職業訓練 

(高齢・障害・求

職者支援機構) 

求職者 

支援訓練 
施設内 委託 

分野 定員 定員 定員 定員 定員 

 
 

公
共
職
業
訓
練
（
離
職
者
向
け
）
＋ 

 
 

求
職
者
支
援
訓
練
（
実
践
コ
ー
ス
） 

ＩＴ分野 10092 0 4037 0 6055 

営業・販売・事務分野 502561 0 357364 40 105157 

医療事務分野 7747 0 32 0 4515 

介護・医療・福祉分野 183221 0 127161 0 5660 

農業分野 0 0 0 0 0 

旅行・観光分野 15 0 15 0 0 

デザイン分野 0 0 0 0 0 

製造分野 206222 10 0 196212 0 

建設関連分野 60 0 0 60 0 

理容・美容関連分野 6 4 0 6 4 0 0 

その他分野 189151 20 7941 90 0 

求職者支援訓練 

（基礎コース） 
4551    4551 

合計 1,383 

1,424 
30 656654 386402 311338 

（参考） 

デジタル分野 
10092 0 4037 0 6055 
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  公共職業訓練、求職者支援訓練のそれぞれの定員数とは以下①、②のとおり。 

① 公共職業訓練（離職者訓練）の定員数等（令和６５年度計画） 

実施主体 内訳 定員数 訓練の実施分野 
目標 

就職率 

県 

施設内訓練 
 30 人 

（3） 

機械加工・溶接科 

事務ワーク科 
100% 

委託訓練 
656654 人 

（6160） 
 

85％ 

  

離職者等再就職訓練事

業 

656654 人 

（6160） 
 

  

長期高度人材

育成コース 

7169 人 

（20） 
介護、保育系等 

知識等習得コ

ース等 

585 人 

（4140） 
事務･介護系 

島根職業能力

開発促進セン

ター 

施設内訓練 

386 

402 人 

（26） 

ﾃｸﾆｶﾙｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ科「機

械・CAD ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ科」 

金属加工科 

住宅ﾘﾌｫｰﾑ技術科 

ﾋﾞﾙ管理技術科建物管理

ｻｰﾋﾞｽ科「ﾋﾞﾙ管理ｻｰﾋﾞｽ

科」 

電気設備技術科 

電気設備技術科（短期

DS）「電気設備技術科

（企業実習付）」 

ｽﾏｰﾄ生産ｻﾎﾟｰﾄ科「ICT

生産サポート科」 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾜｰｸ科 

85％ 

合計  
1,072 

1,086 人 
 

※（ ）内はコース数 
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② 求職者支援訓練の定員数等(令和６５年度計画) 

区分 地域及び分野 定員数 目標就職率 

 

基礎コース 
  4551 人 58% 

地域ニーズ枠 

(ハローワーク浜田・益田管内) 
15 人 － 

実践コース 266287 人 63% 

  

介護系 5660 人 － 

医療事務系 4515 人 － 

デジタル系   6055 人 － 

 

ＩＴ分野  6055 人 － 

デザイン(WEB 系) 0 人 － 

その他 105157 人 － 

合  計 311338 人  

※新規参入枠は、基礎コース 30％、実践コース 30％であるが、新規枠が 15人未満の場合

は 15人まで可能とする。ただし実績枠が 15人を下回らない範囲とする。また、同一の

認定単位期間での実績枠に余剰人員が発生した場合は、枠の活用のため、新規採用枠へ

の振替を可能とする。 

※中止となった訓練コース分の認定数については、次期以降の認定単位期間の同一分野の

認定に活用できる。 

※厚生労働省人材開発統括官付訓練企画室に報告の上、第３四半期、第４四半期において 

は、余剰人員について、基礎・実践コース間の振替及び実践コースの他分野への振替を

可能とする。 

※目標就職率については、雇用保険適用就職率を用いている。 
※１認定単位期間（四半期）における各地域（ハローワーク管轄内）で申請できるコース

の上限を 1 分野 1 コースまでとする。 
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（２）公共職業訓練（在職者訓練）の定員数等（令和６５年度計画） 

実施主体 訓練科名 定員数 

県 

住環境・土木科、建築科、Ｗｅ

ｂデザイン科、ものづくり機械

加工科、美容科、ハウスアート

科、機械加工・溶接科 

272 人 

（32） 

島根職業能力開発促進

センター 

（分野・職務） 

設計・開発、加工・組立、工

事・施工、検査、保全・管理、

教育・安全 

910 

970 人 

（7682） 

島根職業能力開発短期

大学校 

（分野・職務） 

設計・開発、加工・組立、工

事・施工、検査、保全・管理、

教育・安全 

681396 人 

（6940） 

合  計 
1,863 

1,638 人 

※（ ）内はコース数 

 

（３）公共職業訓練（学卒者訓練）の定員数等(令和６５年度計画)  

実施主体 訓練科名 定員数 目標就職率 

県 

美容科、自動車工学科、住環

境・土木科、ものづくり機械加

工科、Web デザイン科、OA シス

テム科、建築科、ハウスアート

科 

115 人 

（9） 
100% 

島根職業能力開発短期

大学校 

生産技術科、電子情報技術科、

住居環境科 

55 人 

（3） 
95% 

合  計 170 人  

※（ ）内はコース数 
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（４）障がい者等に対する公共職業訓練の定員数等(令和６５年度計画) 

実施主体 訓練科名 定員数 目標就職率 

県（施設内訓練） 介護サービス科 
10 人 

（1） 

75% 

県（委託訓練） 

知識・技能習得訓練コース 

（デュアルコースを含む） 

3532 人 

（6） 

実践能力習得訓練コース 
2631 人 

（2631） 

ｅラーニングコース 
32 人 

（32） 

特別支援学校早期訓練コース 
11 人 

（11） 

在職者訓練コース 
2 人 

（2） 

合  計 8788 人  

※（ ）内はコース数 

 

 

（５）公的職業訓練の効果的な実施のための取組 

① 関係機関の連携 

協議会の構成員はもとより、地域の訓練実施機関、労使団体等の幅広い理解・

協力のもと、公的職業訓練の機会及び受講者の適切な確保を図る。 
また、協議会のもとに公的職業訓練効果検証ワーキンググループを設置し、個

別の訓練コースについて、訓練修了者や採用企業からのヒアリングも含め、訓練

効果を把握・検証し、カリキュラム等の改善を図ることとする。 
 
② 訓練受講希望者等の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

訓練受講希望者や職業相談を通じて職業訓練の受講が必要であると判断され

る者が必要な公的職業訓練を受講できるよう、労働局、ハローワーク及び職業能

力開発施設が連携して、訓練説明会や施設見学の開催、訓練風景の動画配信サイ

トの案内等、訓練情報の提供に取り組み、ハローワークの訓練相談窓口に積極的

に誘導する。 
公的職業訓練の受講指示等に当たっては、訓練受講の必要性をより明確にす

るために、ハローワークにおいて、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサル

ティングを実施し、的確な受講あっせんに取り組む。 
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③ 訓練受講者に対する就職支援 

求職者支援訓練受講者および職業訓練受講給付金受給者については、毎月１

回の指定来所日において職業相談を実施する。一方、公共職業訓練受講者につい

ても活動指定日を設定し、訓練受講中の早い時期からハローワークによる職業

相談等の機会を提供する。 
また、訓練修了１ヶ月前時点で就職未内定者については、職業能力開発施設と

調整の上、ハローワークへ積極的に誘導する等、担当者制による就職支援を強化

し、訓練修了後概ね３ヶ月後までを目処に一貫した個別支援に取り組む。 
 

 

５ その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等 

（１）ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングの普及・促進 

労働者の主体的なキャリア形成を支援するため、個々の労働者の職業選択や

職業訓練等の職業能力開発を効果的に行うことができるジョブ・カードを使用

したキャリアコンサルティングの活用・普及を一層推し進めていく。 

 

（２）学び・学び直しの支援 

 今後ＤＸやＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）の進展といった大

きな変革が進展していくこと、また人生 100 年時代の到来により職業人生の

長期化が見込まれるなど、労働者を取り巻く環境が大きく変化していくことが

予想される。 

  そのような変化の時代においては、必要とされる知識・技能も移り変わって

いくことから、労働者個々人は、付加価値を生み出す人材であり続けるため、

自律的・主体的かつ継続的な学び・学び直し（リカレント※２）に取り組むこ

とが重要である。 

そして企業も新たな成長に向けた人材戦略とりわけ人材開発におけるリス

キリング※３の必要性を十分認識し、企業主導型の職業訓練の強化を図ること

が重要である。 

企業・労働者双方の持続的成長を図るためには、労使が一体となって主体的

に学び・学び直しに取り組むこと（労使の協働）が必要であり、労使双方の学

び・学び直しの気運の醸成、環境整備の促進を図っていくため、国及び島根県

はもとより、島根県地域職業能力開発促進協議会構成員や地域の訓練実施機関

の理解・協力のもと、企業・労働者に対して学び・学び直しに係る情報を周知

していく。 

 

  
※２ 学校教育からいったん離れたあとも、それぞれのタイミングで学び直し、仕事で求められる能力を磨き続けてい

くこと。（引用元：厚生労働省ホームページ） 

※３ 新しい職業に就くために、あるいは、今の職業で必要とされるスキルの大幅な変化に適応するために、必要なス

キルを獲得する/させること。（引用元：経済産業省 第 2回デジタル人材の人材政策に関する検討会資料） 
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さらに、地域の実情に応じて必要となる人材を量・質ともに十分に育成・確

保するため、地方公共団体（市町村）とも連携し、リスキリング事業を推進し

ていく。 

想定される主な事業は以下のとおり。 

  ○経営者等の意識改革・理解促進 

     資質向上、啓発普及を目的としたセミナーの開催、先進企業視察 等 

  

○リスキリングの推進サポート等 

    専門家・アドバイザー派遣による企業のリスキリング支援 等 

  

○従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援 

     従業員向けセミナーの開催、資質向上のため従業員を大学等へ派遣

する費用を助成、資格取得のための経費を助成 等 

 

なお、具体的な事業一覧については、島根県が別途取りまとめのうえ、島根

県地域職業能力促進協議会にて報告することとする。 


